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登別市景観とみどりの条例施行規則

平成２８年２月２９日

規則第２号

（趣旨）

第１条 この規則は、登別市景観とみどりの条例（平成２８年登別市条例

第１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の

例による。

（建築物等）

第３条 条例第２条第７号の規則で定める建築物以外の工作物は、次に掲

げるものとする。

（１）さく、塀、擁壁その他これらに類するもの

（２）鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類するもの

（３）風力発電設備

（４）煙突その他これに類するもの

（５）物見塔その他これに類するもの

（６）彫像、記念碑その他これらに類するもの

（７）観覧車、コースターその他これらに類する遊戯施設

（８）自動車車庫の用に供する立体的な施設

（９）アスファルトプラント、コンクリートプラントその他これらに類す

る製造施設

（１０）石油、ガス、穀物、飼料その他これらに類するものの貯蔵又は処

理の用に供する施設

（１１）汚物処理場、ごみ焼却場その他これらに類する処理施設

（１２）太陽電池発電設備

（審議会の委員）

第４条 審議会の委員（以下「審議会委員」という。）は、第１１条の規定

により設置する登別市景観・みどり推進会議の委員との兼任はできない

ものとする。

（審議会の会長）

第５条 審議会に会長を置く。

２ 会長は、審議会委員の互選とする。

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する審議会委員がそ
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の職務を代理する。

（審議会の会議）

第６条 審議会の会議は、会長が招集する。ただし、審議会委員の委嘱後

最初の審議会については、市長が招集する。

２ 会長は、審議会の会議の議長となる。

３ 審議会は、審議会委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことが

できない。

４ 会議の議事は、出席した審議会委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。

（専門部会）

第７条 特別の事項を調査審議するため会長が必要があると認めるときは、

審議会に専門部会を置くことができる。

２ 専門部会は、会長が指名する審議会委員をもって組織する。

３ 専門部会に部会長を置く。

４ 部会長は会長が指名する審議会委員をもって充てる。

５ 第５条第４項及び前条の規定は、専門部会について準用する。この場

合において、「会長」とあるのは「部会長」と、「審議会」とあるのは「専

門部会」と読み替えるものとする。

６ 部会長は、会議の経過及び結果を審議会に報告するものとする。

（臨時委員）

第８条 審議会に特別の事項を調査審議させるとき、又は条例の規定に基

づく意見を聴くため市長が必要があると認めるときは、臨時委員を置く

ことができる。

２ 臨時委員は、市長が委嘱するものとし、その者の委嘱に係る事項の調

査審議が終了したときは、委嘱を解かれたものとする。

３ 臨時委員は、委嘱の際に定められた調査審議に関する審議会及び専門

部会の会議についてのみ出席するものとする。

（運営事項）

第９条 第４条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必

要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

（庶務）

第１０条 審議会の庶務は、都市整備部において行う。

（登別市景観・みどり推進会議の設置）

第１１条 市長は、基本計画に定める事項を推進するために、登別市景観・

みどり推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。

（推進会議の所掌事項）
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第１２条 推進会議は、次に掲げる事項を所掌する。

（１）景観・みどりづくりの実践活動に関する事項

（２）景観・みどりづくりの普及啓発活動に関する事項

（推進会議の組織等）

第１３条 推進会議は、委員２５名以内で組織する。

２ 推進会議の委員（以下「推進会議委員」という。）は、次に掲げる者の

うちから市長が委嘱する。

（１）民間諸団体の構成員

（２）その他市長が適当と認める者

３ 推進会議委員の任期は３年とし、欠員が生じた場合の補欠の推進会議

委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、推進会議委員は再任

されることができる。

４ 推進会議委員の報償費及び費用弁償は、無償とする。

（推進会議の会長）

第１４条 推進会議に会長を置く。

２ 会長は、推進会議委員の互選とする。

３ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する推進会議委員が

その職務を代理する。

（推進会議の会議）

第１５条 推進会議の会議は、会長が招集する。ただし、推進会議委員の

委嘱後最初の推進会議については、市長が招集する。

２ 会長は、推進会議の会議の議長となる。

（有識者等の助言）

第１６条 推進会議は、推進会議の活動を円滑に行うために、必要と認め

るときは、有識者等の助言を受けることができる。

２ 前項の場合において、市長が有識者等を選任するものとする。

（運営事項）

第１７条 第１１条から前条までに定めるもののほか、推進会議の運営に

関し必要な事項は、会長が推進会議に諮って定める。

（庶務）

第１８条 推進会議の庶務は、都市整備部において行う。

（景観・みどり遺産の指定基準）

第１９条 条例第１９条第１項の規則で定める基準は、次の各号のいずれ

かに該当するものとする。

（１）登別市の自然、歴史、文化等を象徴している良好な景観
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（２）登別市固有の自然を構成している豊かなみどり

（３）その他特に市長が次代へ継承すべき貴重なものであると認めるもの

（景観・みどり遺産の指定通知）

第２０条 市長は、条例第１９条第１項の規定により景観・みどり遺産を

指定したときは、登別景観・みどり遺産指定通知書（別記様式第１号）

により所有者等に通知しなければならない。

（景観・みどり遺産の指定台帳）

第２１条 市長は、条例第１９条第１項の規定により景観・みどり遺産を

指定したときは、その内容に関する台帳を作成し、保管しなければなら

ない。

２ 前項の台帳には、次に掲げる事項を記載するものとする。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

（４）位置又は区域

（５）位置又は区域を表示した図面

（６）所有者等の氏名及び住所

（７）概要

３ 市長は、台帳の記載事項に変更があったときは、速やかにこれを修正

するものとする。

４ 市長は、次に掲げる資料を台帳と併せて保管するものとする。

（１）景観・みどり遺産の写真

（２）その他市長が必要と認める資料

（景観・みどり遺産の提案）

第２２条 条例第１９条第２項の規定による提案は、提案書（別記様式第

２号）により行うものとする。

２ 市長は、提案の内容を第１９条の基準に基づき審査した結果について、

提案結果通知書（別記様式第３号）により提案を行った者に通知しなけ

ればならない。

（景観・みどり遺産の公表）

第２３条 条例第１９条第４項の公表は、次に掲げる事項について告示す

るものとする。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

（４）位置又は区域
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２ 前項の規定は、景観・みどり遺産の指定の変更又は解除を行った場合

について準用する。

（景観・みどり遺産の標識の設置）

第２４条 市長は、条例第１９条第１項の規定により景観・みどり遺産を

指定したときは、次に掲げる事項を表示した標識を道路その他の公共の

場所から公衆が見やすい場所に設置しなければならない。ただし、特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

２ 前項の規定は、景観・みどり遺産の指定の変更を行った場合について

準用する。

（景観・みどり遺産の指定の変更又は解除の通知）

第２５条 市長は、条例第１９条第５項の規定により景観・みどり遺産の

指定を変更又は解除したときは、登別景観・みどり遺産指定（変更・解

除）通知書（別記様式第４号）によりその区域の所有者等に通知しなけ

ればならない。

（景観・みどり遺産の所有者等の変更の届出）

第２６条 条例第１９条第６項の規定による届出は、登別景観・みどり遺

産所有者等変更届（別記様式第５号）により行うものとする。

（景観・みどり遺産に対する行為の届出）

第２７条 条例第２０条第１項の規則で定める事項は、次に掲げるものと

し、届出は、登別景観・みどり遺産行為届出書（別記様式第６号）によ

り行うものとする。

（１）行為の目的

（２）行為の場所

（３）行為の規模

（４）行為の期間

（５）設計者及び施工者

（６）行為の種類

（７）その他市長の指示する事項

２ 市長は、条例第２０条第１項の規定による届出を受理したときは、登

別景観・みどり遺産行為届出受理書（別記様式第７号）を当該届出をし

た者に交付するものとする。

（景観・みどり遺産に対する行為の変更の届出）

第２８条 条例第２０条第３項の規定による届出は、登別景観・みどり遺
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産行為変更届出書（別記様式第８号）により行うものとする。

２ 市長は、前項の届出を受理したときは、登別景観・みどり遺産行為届

出受理書を当該届出をした者に交付するものとする。

（景観・みどり遺産に対する行為の完了又は中止の届出）

第２９条 条例第２０条第４項の規定による届出は、登別景観・みどり遺

産行為（完了・中止）届出書（別記様式第９号）により行うものとする。

（届出を要しない行為）

第３０条 条例第２０条第５項第３号の規則で定める行為は、次に掲げる

法令又は条例の規定に基づき、許可、認可、届出等を要する行為とする。

（１）自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第１０条第２項、第３項

及び第６項、第２０条第３項、第２１条第３項、第３３条第１項並び

に第６８条第１項後段

（２）文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第９２条第１項、第９

３条第１項及び第１２５条第１項

（３）都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第１４条第１項

（４）森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の２第１項

（５）景観法（平成１６年法律第１１０号）第１６条第１項及び第２項

（６）北海道自然環境等保全条例（昭和４８年北海道条例第６４号）第２

５条第１項

（適合基準）

第３１条 条例第２１条第１項の規則で定める基準は、次に掲げるものと

する。

（１）届出のあった行為が、景観・みどり遺産の価値を損ねるものでない

こと。

（２）届出のあった行為が、景観・みどり遺産の自然環境に悪影響を及ぼ

すものでないこと。

（景観・みどり遺産に対する行為の届出に係る延期通知）

第３２条 条例第２１条第３項の規定による通知は、延期通知書（別記様

式第１０号）により行うものとする。

（モデル地区の認定基準）

第３３条 条例第２３条第１項の規則で定める基準は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。

（１）モデル地区の良好な景観形成又は豊かなみどりづくりに積極的に取

り組むものと認められること。

（２）モデル地区の景観形成又は緑化推進に係る計画が明確であること。

（３）モデル地区の対象となる面積が０．１ヘクタール以上であること。
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（４）モデル地区の対象となる区域内の土地及び建築物等の所有者等全員

の同意を得ていること。

（モデル地区の申請）

第３４条 条例第２３条第１項の規定による申請は、景観・みどりモデル

地区認定申請書（別記様式第１１号）により行うものとする。

（モデル地区の認定通知）

第３５条 条例第２３条第２項の規定による通知は、景観・みどりモデル

地区（認定・不認定）通知書（別記様式第１２号）により行うものとす

る。

（モデル地区の認定審査に係る延期通知）

第３６条 条例第２３条第３項の規定による通知は、景観・みどりモデル

地区延期通知書（別記様式第１３号）により行うものとする。

（モデル地区の認定台帳）

第３７条 市長は、条例第２３条第１項の規定によりモデル地区を認定し

たときは、その内容に関する台帳を作成し、保管しなければならない。

２ 前項の台帳には、次に掲げる事項を記載するものとする。

（１）名称

（２）認定番号

（３）認定の年月日

（４）区域

（５）区域を表示した図面

（６）所有者等の氏名及び住所

（７）概要

３ 市長は、台帳の記載事項に変更があったときは、速やかにこれを修正

するものとする。

（モデル地区の公表）

第３８条 条例第２３条第５項の公表は、次に掲げる事項について告示す

るものとする。

（１）名称

（２）認定番号

（３）認定の年月日

（４）区域

２ 前項の規定は、モデル地区の認定の変更又は解除を行った場合につい

て準用する。

（モデル地区の標識の設置）

第３９条 市長は、条例第２３条第１項の規定によりモデル地区を認定し
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たときは、次に掲げる事項を表示した標識を道路その他の公共の場所か

ら公衆が見やすい場所に設置しなければならない。ただし、特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。

（１）名称

（２）認定番号

（３）認定の年月日

（４）概要

２ 前項の規定は、モデル地区の認定の変更を行った場合について準用す

る。

（モデル地区の認定の変更又は解除の通知）

第４０条 市長は、条例第２３条第６項の規定によりモデル地区の認定を

変更又は解除したときは、景観・みどりモデル地区認定（変更・解除）

通知書（別記様式第１４号）によりそのモデル地区の申請者等に通知し

なければならない。

（眺望ポイントの指定基準）

第４１条 条例第２４条第１項の規則で定める基準は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。

（１）遠景を対象とした眺望が利く場所であること。

（２）誰もが容易に立ち入ることができる場所であること。

（眺望ポイントの指定通知）

第４２条 市長は、条例第２４条第１項の規定により眺望ポイントを指定

したときは、眺望ポイント指定通知書（別記様式第１５号）によりその

所有者等に通知しなければならない。

（眺望ポイントの指定台帳）

第４３条 市長は、条例第２４条第１項の規定により眺望ポイントを指定

したときは、その内容に関する台帳を作成し、保管しなければならない。

２ 前項の台帳には、次に掲げる事項を記載するものとする。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

（４）所在地

（５）所在地を表示した図面

（６）所有者等の氏名及び住所

（７）眺望の主対象

３ 市長は、台帳の記載事項に変更があったときは、速やかにこれを修正

するものとする。
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（眺望ポイントの提案）

第４４条 条例第２４条第２項の規定による提案は、提案書により行うも

のとする。

２ 市長は、提案の内容を第４１条の基準に基づき審査した結果について、

提案結果通知書により提案を行った者に通知しなければならない。

（眺望ポイントの公表）

第４５条 条例第２４条第５項の公表は、次に掲げる事項について告示す

るものとする。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

（４）所在地

（５）眺望の主対象

２ 前項の規定は、眺望ポイントの指定の変更又は解除を行った場合につ

いて準用する。

（眺望ポイントの標識の設置）

第４６条 市長は、条例第２４条第１項の規定により眺望ポイントを指定

したときは、次に掲げる事項を表示した標識を眺望ポイント周辺に設置

しなければならない。ただし、特別の理由があると認めるときは、この

限りでない。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

２ 前項の規定は、眺望ポイントの指定の変更を行った場合について準用

する。

（眺望ポイントの指定の変更又は解除の通知）

第４７条 市長は、条例第２４条第６項の規定により眺望ポイントの指定

を変更又は解除したときは、眺望ポイント指定（変更・解除）通知書（別

記様式第１６号）によりその所有者等に通知しなければならない。

（保護樹の指定基準）

第４８条 条例第２５条第１項の規則で定める基準は、樹木が健全であり、

かつ、公園その他の公共の場所から誰もが容易に見ることができるもの

であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。

（１）良好な景観の形成に寄与しているもの

（２）市民に親しまれているもの

（３）由緒由来のあるもの
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（４）その他特に市長が保全する価値があると認めるもの

２ 条例第２５条第１項ただし書の規則で定める樹木は、次に掲げる法令

又は条例の規定に基づき指定された樹木とする。

（１）鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年

法律第８８号）第２９条第１項の規定により指定された特別保護地区

内に所在する樹木

（２）文化財保護法第１０９条第１項、第１１０条第１項又は第１８２条

第２項の規定により指定され、又は仮指定された樹木

（３）森林法第２５条及び第２５条の２の規定により指定された保安林の

区域内に所在する樹木

（４）都市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律（昭和３

７年法律第１４２号）第２条第１項の規定により指定された樹木

（５）景観法第２８条第１項の規定により指定された樹木

（６）北海道自然環境等保全条例第２２条第１項の規定により指定された

地区内に所在する樹木及び第２３条第１項の規定により指定された樹

木

（保護樹の指定通知）

第４９条 市長は、条例第２５条第１項の規定により保護樹を指定したと

きは、保護樹指定通知書（別記様式第１７号）によりその所有者等に通

知しなければならない。

（保護樹の指定台帳）

第５０条 市長は、条例第２５条第１項の規定により保護樹を指定したと

きは、その内容に関する台帳を作成し、保管しなければならない。

２ 前項の台帳には、次に掲げる事項を記載するものとする。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

（４）所在地

（５）所在地を表示した図面

（６）所有者等の氏名及び住所

（７）概要

３ 市長は、台帳の記載事項に変更があったときは、速やかにこれを修正

するものとする。

４ 市長は、次に掲げる資料を台帳と併せて保管するものとする。

（１）保護樹の写真

（２）その他市長が必要と認める資料
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（保護樹の提案）

第５１条 条例第２５条第２項の規定による提案は、提案書により行うも

のとする。

２ 市長は、提案の内容を第４８条第１項の基準に基づき審査した結果に

ついて、提案結果通知書により提案を行った者に通知しなければならな

い。

（保護樹の公表）

第５２条 条例第２５条第４項の公表は、次に掲げる事項について告示す

るものとする。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

（４）所在地

２ 前項の規定は、保護樹の指定の変更又は解除を行った場合について準

用する。

（保護樹の標識の設置）

第５３条 市長は、条例第２５条第１項の規定により保護樹を指定したと

きは、次に掲げる事項を表示した標識を保護樹周辺に設置しなければな

らない。ただし、特別の理由があると認めるときは、この限りでない。

（１）名称

（２）指定番号

（３）指定の年月日

２ 前項の規定は、保護樹の指定の変更を行った場合について準用する。

（保護樹の指定の変更又は解除の通知）

第５４条 市長は、条例第２５条第５項の規定により保護樹の指定を変更

又は解除したときは、保護樹指定（変更・解除）通知書（別記様式第１

８号）によりその所有者等に通知しなければならない。

（保護樹の所有者等の変更の届出）

第５５条 条例第２５条第６項の規定による届出は、保護樹所有者等変更

届出書（別記様式第１９号）により行うものとする。

（保護樹に対する行為の届出）

第５６条 条例第２６条第１項の規定による届出は、保護樹行為届出書（別

記様式第２０号）により行うものとする。

２ 市長は、条例第２６条第１項の規定による届出を受理したときは、保

護樹行為届出受理書（別記様式第２１号）を当該届出をした者に交付す

るものとする。
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（保護樹に対する行為の変更の届出）

第５７条 条例第２６条第３項の規定による届出は、保護樹行為変更届出

書（別記様式第２２号）により行うものとする。

２ 市長は、前項の届出を受理したときは、保護樹行為届出受理書を当該

届出をした者に交付するものとする。

（保護樹に対する行為の完了又は中止の届出）

第５８条 条例第２６条第４項の規定による届出は、保護樹行為（完了・

中止）届出書（別記様式第２３号）により行うものとする。

（適合基準）

第５９条 条例第２７条第１項の規則で定める基準は、次に掲げるものと

する。

（１）保護樹を含む周囲の景観に影響を与えない行為

（２）保護樹の生育に影響を与えない行為

（保護樹に対する行為の届出に係る延期通知）

第６０条 条例第２７条第３項の規定による通知は、延期通知書により行

うものとする。

（雑則）

第６１条 この規則で定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。

附 則

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。


